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Simplified Response Evaluation of Vibration Control Building with Viscous 
Dampers under Long Period Ground Motion 
Part4 :Time History Response Analysis Results 

NAGAYAMA Sho, SATO Daiki
KASAI Kazuhiko, MATSUDA Kazuhiro

 

長周期地震動時における粘性ダンパーを有する制振構造建物の簡易応答評価 

その 4 20 質点モデルによる時刻歴応答解析結果 

正会員 ○長山祥*1  同 佐藤大樹*2 

長周期地震動 粘性ダンパー 制振構造 

超高層建物 時刻歴応答解析  

同   笠井和彦*3 同 松田和浩*4 

 

1. はじめに 

本報その 3 では，粘性ダンパーの長時間正弦波加振実験

の結果を基に，特性値低下の傾向を考慮した解析モデル

を提案した。その 4 では，前報その 2 で示した簡易手法と

その 3 で提案した特性値低下を考慮した解析モデルを用い

る手法による応答解析の結果を比較し，本手法の有効性

の確認を行う。 

 

2. 解析諸条件 

2.1  建物モデル概要 

 本報で使用する建物モデルは，建物高さ 81.7m の 20 層

のせん断モデルである 1), 2)。主架構の 1 次固有周期 T1 は

2.69s である。構造減衰は，1 次と 2 次でそれぞれ等価な

1%のレーリー型減衰とする。なお，主架構は弾性として

解析を行う。 

2.2  入力地震動概要 

 入力地震動として，東海・東南海地震動を想定した東

海地方の長周期地震動である三の丸波（SAN）3)，南海ト

ラフ 4 連動地震（工学的地盤） 4)を想定した津島波

（AIC003），堺波（OSK006）JMA 名古屋波（E34），大分

波（OIT010）の計 5 波を採用する。図 1(a), (b)に擬似速度

応答スペクトル pSv (h = 5%)，エネルギースペクトル VE (h 

= 10%) をそれぞれ示す。本報では主架構の 1 次固有周期

である 3 秒付近に pSv ，VE のピークを有する地震動を採

用している。 

2.3  ダンパー配置 

 解析において対象とする粘性ダンパーは，長時間正弦

波加振実験において用いたD2-2Fの値を使用している。な

お，次章以降で用いる粘性ダンパーの , Cd 値は規格値

を使用している。図 2 のようにダンパーと支持部材は直列

に繋がるため，内部剛性 Kd と支持部材剛性 Kb をまと

めて等価支持材剛性 Kb
* で表す（表 1）5)。 

 図 3 に高さ方向における粘性ダンパーの粘性係数を示す。

ここで，V100 ではレベル 2 相当の地震動において層間変

形角 R = 1/100 以内，V150 では 1/150 以内に収まるように

粘性ダンパーを配置している 2)。ここでは，建物の全体曲

げ変形などによってダンパーの実効変形が低下する影響 6)

を無視してダンパー量を設計した。3 章では実効変形の低

下を無視した検討，4 章では実効変形の低下を考慮した検

討を行う。 

 

3. 時刻歴応答解析結果 

本章では，高さ方向における最大応答分布として層間

変形角に着目し検討を行っていく。 

はじめに図 4 に，粘性ダンパーの特性値低下を考慮せず

解析を行ったもの（0V100, 0V150）と，解析より得られた

地震終了時におけるダンパーのエネルギー密度 から，

実験結果を用いて特性値低下を評価し，粘性係数 Cd 
(0) を

あらかじめ低下させ，再度解析を行ったもの（ sV100, 

sV150）（以降，簡易手法）の層間変形角の結果を示す 2)。

図 4 より，sV150 が 0V150 に対して，SAN では 1.4 倍，

AIC003，OIT010 では 1.2 倍に増大していることが分かる。

一方で，層間変形角が 1/100 以内に収まっている OSK006, 

E34 では，応答は大きく増大せずほぼ同様の結果となった。

ダンパー量の少ない 0V100 と sV100 を比較すると，入力エ

ネルギーの大きい AIC003, OIT010 での著しい増加が見ら

れる。 

 次に，簡易手法に対して，その 3 で提案した解析モデル

を用いて粘性係数をステップごとに低下させ解析を行っ

たもの（cV100, cV150）（以降，精算手法）の結果を図 4 に

破線で示す。結果より，精算手法は粘性ダンパーの特性

値低下の考慮なしと簡易手法の間に位置することが確認

された。簡易手法は繰り返しによる特性値が変化する解

図 2 粘性ダンパーと取付け部材 
からなる付加系 

Kb* 

Fd 

Cd Kd Kb 

支持部材 ダンパー

K d

[kN/cm]

K b

[kN/cm]

K b
*

[kN/cm]
D2-2F 2663 2525 1296.1

表 1 等価支持材剛性 5) 

図 3 粘性係数

(a) 擬似速度応答スペクトル (b) エネルギースペクトル 

図 1 地震動スペクトル 
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析モデルが無い場合でも容易に評価が可能であるため有

用であるが，地震動によっては過大評価になってしまう

場合もある。一方で，精算手法はより経済的な設計を行

うことが可能である。 

 

4. 実効変形による影響 

 3 章の検討においては，上層部における曲げ変形の影響

によりダンパーの効率が悪くなる実効変形の影響を考慮

せずに解析を行ってきた。そこで，実効変形を考慮した

際の影響について検討する。 

 図 5 に示すのは，三の丸波入力時において，複数の部材

モデルでの解析結果を参考にして 7)，ダンパー部の実効変

形比が低下するように図 2 の支持部材剛性 Kb を低下させ

た場合の解析結果である。また，図 5 は特性値低下を考慮

していない 0V150 での結果となる。 

 図 6 に，実効変形考慮の有無による結果の比較を示す。

実効変形考慮時は，ダンパーが吸収するエネルギー量の

低下により約 1.2 倍程度層間変形角が増大した。ただし，

考慮時においても応答の傾向は，6 層付近の変形角が大き

くなり，実効変形考慮なしの結果とほぼ同様であった。 

 図 7 に，特性値低下考慮なしでのダンパー1 本が吸収し

た累積エネルギー吸収量を示す。実効変形考慮時におい

ては実効変形考慮なしと比較して，中・上層部でのエネ

ルギー吸収量が低下し，一方で下層部での吸収する負担

が増える結果となった。図 8 に，地震終了時におけるダン

パーのエネルギー密度 より，粘性係数 Cd を低下させ

たものを示す。中・上層部でのエネルギー吸収量が小さ

くなったことにより，実効変形を考慮した粘性係数（図

中▲）は考慮なし（図中●）と比較して低下の程度が小

さくなっていることが分かる。図 9 に実効変形考慮時の各

手法での層間変形角を示す。実効変形を考慮した場合に

おいても簡易手法（sV150），精算手法（cV150）での結果

の傾向は同様であり，有効であることが確認された。 

 

5. まとめ 

 その 4 では，簡易手法と精算手法の 2 種類の手法による

応答解析の結果の比較を行った。簡易手法は解析モデル

が無い場合でも容易に評価が可能であるが，地震動によ

っては過大評価になってしまう場合もある。一方で，精

算手法はより経済的な設計を行うことが可能である。 
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図 4 層間変形角の高さ方向分布 

図 5 実効変形比 図 6 層間変形角 図 7 エネルギー吸収量 図 8 粘性係数 図 9層間変形角
0 1500 3000

ΣWd [kN・m]

0

5

10

15

20
story

―614―


